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平成 28 年 3 月 7 日 
各 位               
 
                     会 社 名  株 式 会 社 ジ ョ イ フ ル 本 田 
                     代表者名  代表取締役社長 矢ケ﨑 健一郎 
                           （コード番号 3191 東証第一部） 
                     問合せ先  専 務 取 締 役 ・ 管 理 本 部 長 
                           兼 経営企画部長 矢口 幸夫 
                           （電話番号 029-822-2215） 
 

 

当社連結子会社における不適切な会計処理に関する関係者等の処分について 

 

 
当社は、平成 28 年 2 月 17 日付「当社連結子会社における不適切な会計処理に関する調査結

果等について」で開示したとおり、連結子会社である株式会社ホンダ産業（以下「ホンダ産
業」といいます。）の役職員によるロス率の低減を目的とした棚卸在庫の水増し等の不適切な
会計処理に関する調査報告書を受領し、今般の不適切な会計処理の発生を改めて真摯に反省す
るとともに、調査委員会による調査結果を踏まえ、本日、当社及びホンダ産業の懲罰委員会に
おいて、関係者等の処分について決定いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 
 
 

記 
 
 
１． ホンダ産業の役員 
  平成 28 年 2 月 17 日付の調査委員会の調査報告書における勧告を受け、以下の各役員から

それぞれ以下の内容の申し出がありましたので、ホンダ産業の懲罰委員会において、当該
申し出を受理するとともに、それ以上の処分は行わないことを決定いたしました。 

役職 
（平成 28 年 2 月 17 日時点） 

概要 

代表取締役社長 取締役辞任 

取締役 3 名 取締役辞任、退職 

監査役 報酬月額 30％（3 ヶ月）の自主返上 

 
  なお、代表取締役社長は、本件不適切な会計処理に直接的あるいは間接的に関与していた

ものでないことから、取締役辞任後もホンダ産業の相談役に留まります。 
 
２． ホンダ産業の関与従業員 
  ホンダ産業の懲罰委員会において、従属的な立場で関与していた従業員については、社内

規則に則り厳格な処分を行うことに決定いたしました。 
  
３． 当社の役員 
  平成 28 年 2 月 17 日付の調査委員会の調査報告書における勧告を受け、以下の各役員から

それぞれ以下の内容の申し出がありましたので、当社の懲罰委員会において、当該申し出
を受理するとともに、それ以上の処分は行わないことを決定いたしました。 

役職 
（平成 28 年 2 月 17 日時点） 

概要 

代表取締役社長 報酬月額 20％（3 ヶ月）の自主返上 
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専務取締役・管理本部長兼 
経営企画部長 

報酬月額 10％（3 ヶ月）の自主返上 

常務取締役・管理副本部長兼
経理部長 

報酬月額 10％（3 ヶ月）の自主返上 

 
 本件につきましては、株主および取引先の皆様をはじめ関係者の皆様に、多大なるご迷惑と
ご心配をおかけいたしますことを、重ねて深くお詫び申し上げます。 
全役員および全従業員が一丸となって、皆様の期待に応えるべく努力してまいる所存であり

ますので、今後ともご支援ご協力を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 
以 上 


